
　マネジメントが要因の
　残業の多さと偏り

働き方改革により、有給休暇取得率は着実に上がって
きています。厚生労働省「就労条件総合調査」によると、
2020 年の 56.3％から 2024 年には 65.3％まで上昇し、
政府目標の 2028 年・70％以上に向けて順調に推移し
ているようです。
一方で、残業時間は全体的には減少傾向にはあります
が、過労死の件数も増え続けています。また、人材不
足や欠員補充の遅れによる社員のストレス増加が懸念
されています。この背景には、残業の多さとともに人
による偏りがあるのではないでしょうか。

◆マネジメント側の要因
残業の多さと偏りについて、マネジメント側の要因と
しては以下が考えられます。
・長時間労働を美徳とする意識……こうした社風では、
満足な採用もできないでしょう。
・業務量と人員のミスマッチ……適切な業務配分や人
員配置を行わないことが原因です。
・非効率なプロセス管理……仕事のプロセスや効率性
を客観的に分析しているでしょうか？
・時間管理スキルの不足……個人のスキル不足だけで
はなく、マネジメントによる適切な指導や支援の欠如
が原因の場合も…。
・業務の抱え込み……適切な業務配分を行わないマネ
ジメントの問題でもあります。
この状況を改善するには、マネジメント側の意識改革
と効率的な業務プロセスの構築が不可欠です。適切な
業務の管理が行われないと、残業時間の増大や優秀な
人材の流出につながります。

行われ、常時雇用する労働者が 301 人以上の一般事業
主に対して「男女の賃金の差異」の公表が義務づけら
れました（当該項目は新設の開示項目）。なお、開示対
象企業を、非上場を含む従業員数 101 人以上の企業と
することが検討されています。

◆「男女間賃金差異分析ツール」
　政府は３月３日、企業における男女間賃金差異の課
題・要因分析を支援するため、簡易な要因分析ツール
である「男女間賃金差異分析ツール」を公表しました。
同ツールは Excel で作成されており、厚生労働省のホー
ムページからダウンロードすることで利用できます。
画面の指示に沿って自社の従業員の給与情報等を入力
することで、男女間の賃金差異、その要因に関する数値、
同業他社との平均値の比較などを分析することができ
ます。ほかにも、役職を持つ女性の割合や勤続年数に
ついての分析もできます。また、「活用パンフレット」
も公表されており、分析結果に基づく課題別の目標・
取組みの設定方法や、「一般事業主行動計画」への活用
方法などが解説されています。

　厚生労働省の「女性活躍推進法特集ページ」には、
関連する制度改正や政府の取組み・好事例集などがま
とめられているので参考になります。また分析ツール
は Excel ですぐにダウンロードでき、数値を入力して
いくことで自動的に分析ができるので是非試しに利用
してみるとよいでしょう。

【厚生労働省「「男女間賃金差異分析ツール」を公開し
ました」】
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_53416.html

【厚生労働省「女性活躍推進法特集ページ」】
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000
0091025.html
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◆効率化とスキルアップによる生産性向上
わが国では、物価上昇に対して賃金上昇が十分とは言
えない状況が続いています。そうした状況が長引くこ
とで、残業代目当ての残業が増えるなどしては本末転
倒です。会社が残業代を払えたとしても、社会情勢に
逆行する管理方法は従業員満足度の低下を招きかねま
せん。
効率化、スキルアップによる改善こそ本道です。仕事
のプロセスや効率性を客観的に分析し、改善につなげ
るアプローチについて一度検討してみてはいかがで
しょうか。

　厚生労働省が「男女間賃金差異分析ツール」
　を公開しました

◆日本における男女間賃金差異
　日本における男女間の賃金格差は長期的にみると縮
小傾向にありますが、それでも国際的にみるといまだ
に大きいというのが現状です。具体的にいうと、男性
のフルタイム労働者の賃金の中央値を 100 とした場合
の女性のフルタイム労働者の賃金の中央値は、日本は
78.7 であるのに対し、ＯＥＣＤ諸国の平均値は 88.4 と
なっています（「男女共同参画白書 令和６年版」より）。

◆政府の施策
　こうした状況に対処するため、政府は法制度の改正
や資料の作成、情報発信などを行っています。令和４
年７月８日には、女性活躍推進法に関する制度改正が
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　　今月の税務と労務の手続

10 日
○　源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付
　　［郵便局または銀行］
○　雇用保険被保険者資格取得届の提出
　　＜前月以降に採用した労働者がいる場合＞
　　［公共職業安定所］

15 日
○　給与支払報告に係る給与所得者異動届出書の提出
　　［市区町村］

30 日
○　預金管理状況報告の提出［労働基準監督署］
○　労働者死傷病報告の提出＜休業４日未満、１月～
　　３月分＞［労働基準監督署］
○　健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］
○　健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］
○　労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告
　　書の提出［公共職業安定所］
○　外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな
　　い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞
　　［公共職業安定所］
○　公益法人等の法人住民税均等割の申告納付
　　［都道府県・市町村］
○　固定資産税・都市計画税の納付＜第 1 期＞
　　［郵便局または銀行］
※都・市町村によっては異なる月の場合がある。

・土地価格等縦覧帳簿・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧期
間

（4 月 1 日から 20 日または第 1 期目の納期限までのい
ずれか遅い日以降の日までの期間）
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